
審議事項③ 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規程の整理に関する規程の制

定について 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規程の整理に関する規程を次のよ

うに定める。 

 

令和７年３月  日 

規程第  号 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規程の整理に関する規程 

 

 （公立大学法人青森公立大学職員給与規程等の一部改正） 

第１条 次に掲げる規程の規定中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

 １ 公立大学法人青森公立大学職員給与規程（平成２１年４月１日規程第６７号）

第２４条第１項第２号及び第３号並びに第２５条第１項第１号及び第２項第１

号 

２ 公立大学法人青森公立大学職員退職手当規程（平成２１年４月１日規程第８

１号）第２３条第１項第１号及び第４項第２号、第２４条の見出し及び同条第

１項第１号、第２５条第１項第１号並びに第２５条の３第４項 

 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規程は、令和７年６月１日から施行する。 

 （罰則の適用等に関する経過措置） 

２ この規程の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 

３ この規程の施行後にした行為に対して、他の規程の規定によりなお従前の例に

よることとされ、なお効力を有することとされ、又は改正前若しくは廃止前の規

程の規定の例によることとされる罰則を適用する場合において、当該罰則に定め

る刑に刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号。以下「刑法等一部

改正法」という。）第２条の規定による改正前の刑法（明治４０年法律第４５号。
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以下この項において「旧刑法」という。）第１２条に規定する懲役（以下「懲役」

という。）（有期のものに限る。以下この項において同じ。）、旧刑法第１３条に規

定する禁錮（以下「禁錮」という。）（有期のものに限る。以下この項において同

じ。）又は旧刑法第１６条に規定する拘留（以下「旧拘留」という。）が含まれる

ときは、当該刑のうち懲役又は禁錮にあってはそれぞれその刑と長期及び短期を

同じくする有期拘禁刑と、旧拘留にあっては長期及び短期を同じくする拘留とす

る。 

 （人の資格に関する経過措置） 

４ 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の規程の規定によりなお従前の例によ

ることとされ、なお効力を有することとされ、又は改正前若しくは廃止前の規程

の規定の例によることとされる人の資格に関する法令の規定の適用については、

無期拘禁刑に処せられた者にあっては無期の禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑

に処せられた者にあっては刑期を同じくする有期の禁錮に処せられた者と、拘留

に処せられた者にあっては刑期を同じくする旧拘留に処せられた者とみなす。 

 （公立大学法人青森公立大学職員給与規程の一部改正に伴う経過措置） 

５ 第１条第１号の規定による改正後の公立大学法人青森公立大学職員給与規程第

２５条第１項（第１号に係る部分に限る。）及び第２項（第３号に係る部分に限る。）

の規定（公立大学法人青森公立大学職員給与規程第２６条第５項及び第２８条第

８項において準用する場合並びに公立大学法人青森公立大学役員報酬規程（平成

２１年４月１日第３３号）第７条の規定により給与規程適用職員の給与の支給方

法の例によることとされる場合を含む。）の適用については、刑法等一部改正法及

び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律（令

和４年法律第６８号。以下「整理等法」という。）並びにこの規程の施行前に犯し

た禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められている罪につき起訴をされた者は、拘

禁刑が定められている罪につき起訴をされた者とみなす。 

 （公立大学法人青森公立大学職員退職手当規程の一部改正に伴う経過措置） 

６ 第１条第２号の規定による改正後の公立大学法人青森公立大学職員退職手当規

程第２３条第１項及び第４項、第２４条第１項（第１号に係る部分に限る。）並び

に第２５条の３第４項（公立大学法人青森公立大学理事長及び副理事長の退職手

当に関する規程（平成２１年４月１日規程第３４号。以下この項において「理事

長及び副理事長の退職手当規程」という。）第８条において準用する場合を含む。）

並びに公立大学法人青森公立大学職員退職手当規程第２５条の３第３項の規定

（理事長及び副理事長の退職手当規程第９条の規定により職員退職手当規程の適
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用を受ける職員の例によることとされる場合を含む。）の適用については、刑法等

一部改正法及び整理等法並びにこの規程の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を

除く。）が定められている罪につき起訴をされた者は、拘禁刑が定められている罪

につき起訴をされた者とみなす。 

 （細則への委任） 

７ 附則第２項から前項までに定めるもののほか、刑法等一部改正法の施行に伴い

必要な経過措置は、細則で定める。 
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刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規程の整理に関する規程の制定について 

１ 制定理由 

 刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）による刑法の改正により、懲役及び禁錮

が廃止され、拘禁刑が創設されることから、これらの用語を規定する関係規程の整理を図るもの 

 

 

２ 法改正の内容 

  ○ 刑法（明治４０年法律第４５号）において、懲役及び禁錮を廃止し、拘禁刑を創設 

改正後 改正前 

・拘禁刑は、刑事施設に拘置する。 

・改善更生を図るため、必要な作業を行わせ、

又は必要な指導を行うことができる。 

・懲役は、刑事施設に拘置して所定の作業を行

わせる。 

・禁錮は、刑事施設に拘置する。 

【拘禁刑創設の趣旨】 

 現行法上、入所受刑者の大部分を占める懲役受刑者（９９．７％）について、一定の時間を

必ず作業に割かなければならないとされているところ、拘禁刑を創設し、作業と指導の組合せ

により、個々の受刑者の特性に応じた柔軟な処遇を推進する。 

 

 

３ 改正内容及び改正対象規程 

（１）以下の規程の規定中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。【第１条】 

① 公立大学法人青森公立大学職員給与規程 

② 公立大学法人青森公立大学職員退職手当規程 

 

 

４ 施行期日 

令和７年６月１日（刑法等の一部を改正する法律の施行日と同日） 
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【第１条第１号関係】 

1/2 

公立大学法人青森公立大学職員給与規程（平成２１年４月１日規程第６７号） 

  新旧対照表 

改正後 改正前 

第１条～第２２条 略 第１条～第２２条 略 

 （期末手当） 

第２３条 略 

 （期末手当） 

第２３条 略 

第２４条 次の各号のいずれかに該当する者

には、前条第１項の規定にかかわらず、当

該各号の基準日に係る期末手当（第３号に

掲げる者にあっては、その支給を一時差し

止めた期末手当）は、支給しない。 

第２４条 次の各号のいずれかに該当する者

には、前条第１項の規定にかかわらず、当

該各号の基準日に係る期末手当（第３号に

掲げる者にあっては、その支給を一時差し

止めた期末手当）は、支給しない。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 基準日前１箇月以内又は基準日から

当該基準日に対応する支給日の前日まで

の間に離職した職員（前号に掲げる者を

除く。）で、その離職した日から当該支

給日の前日までの間に拘禁刑以上の刑に

処せられたもの 

(2) 基準日前１箇月以内又は基準日から

当該基準日に対応する支給日の前日まで

の間に離職した職員（前号に掲げる者を

除く。）で、その離職した日から当該支

給日の前日までの間に禁錮 以上の刑に

処せられたもの 

(3) 次条第１項の規定により期末手当の

支給を一時差し止める処分を受けた者

（当該処分を取り消された者を除く。）

で、その者の在職期間中の行為に係る刑

事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せられ

たもの 

(3) 次条第１項の規定により期末手当の

支給を一時差し止める処分を受けた者

（当該処分を取り消された者を除く。）

で、その者の在職期間中の行為に係る刑

事事件に関し禁錮 以上の刑に処せられ

たもの 

第２５条 法人は、支給日に期末手当を支給

することとされていた職員で当該支給日の

前日までに離職したものが次の各号のいず

れかに該当する場合は、当該期末手当の支

給を一時差し止めることができる。 

第２５条 法人は、支給日に期末手当を支給

することとされていた職員で当該支給日の

前日までに離職したものが次の各号のいず

れかに該当する場合は、当該期末手当の支

給を一時差し止めることができる。 

(1) 離職した日から当該支給日の前日ま

での間に、その者の在職期間中の行為に

係る刑事事件に関して、その者が起訴（当

該起訴に係る犯罪について拘禁刑以上の

刑が定められているものに限り、刑事訴

訟法（昭和２３年法律第１３１号）第６

(1) 離職した日から当該支給日の前日ま

での間に、その者の在職期間中の行為に

係る刑事事件に関して、その者が起訴（当

該起訴に係る犯罪について禁錮 以上の

刑が定められているものに限り、刑事訴

訟法（昭和２３年法律第１３１号）第６
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【第１条第１号関係】 

2/2 

改正後 改正前 

編に規定する略式手続によるものを除

く。第３項において同じ。)をされ、その

判決が確定していない場合 

編に規定する略式手続によるものを除

く。第３項において同じ。)をされ、その

判決が確定していない場合 

 (2) 略  (2) 略 

２ 法人は、前項の規定により期末手当の一

部を差し止める処分（以下「一時差止処分」

という。）について、次の各号のいずれか

に該当するに至った場合には、速やかに当

該一時差止処分を取り消さなければならな

い。ただし、第３号に該当する場合におい

て、一時差止処分を受けた者がその者の在

職期間中の行為に係る刑事事件に関し現に

逮捕されているときその他これを取り消す

ことが一時差止処分の目的に明らかに反す

ると認めるときは、この限りでない。 

２ 法人は、前項の規定により期末手当の一

部を差し止める処分（以下「一時差止処分」

という。）について、次の各号のいずれか

に該当するに至った場合には、速やかに当

該一時差止処分を取り消さなければならな

い。ただし、第３号に該当する場合におい

て、一時差止処分を受けた者がその者の在

職期間中の行為に係る刑事事件に関し現に

逮捕されているときその他これを取り消す

ことが一時差止処分の目的に明らかに反す

ると認めるときは、この限りでない。 

(1) 一時差止処分を受けた者が当該一時

差止処分の理由となった行為に係る刑事

事件に関し拘禁刑以上の刑に処せられな

かった場合 

(1) 一時差止処分を受けた者が当該一時

差止処分の理由となった行為に係る刑事

事件に関し禁錮 以上の刑に処せられな

かった場合 

 (2)・(3) 略  (2)・(3) 略 

３～５ 略 ３～５ 略 

第２６条～第３０条 略 第２６条～第３０条 略 
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【第１条第２号関係】 

1/4 

公立大学法人青森公立大学職員退職手当規程（平成２１年４月１日規程第８１号） 

新旧対照表 

改正後 改正前 

第１条～第２２条 略 第１条～第２２条 略 

 （退職手当の支払の差止め）  （退職手当の支払の差止め） 

第２３条 退職をした者が次の各号のいずれ

かに該当するときは、当該退職に係る退職

手当管理機関は、当該退職をした者に対し、

当該退職に係る一般の退職手当等の額の支

払を差し止める処分を行うものとする。 

第２３条 退職をした者が次の各号のいずれ

かに該当するときは、当該退職に係る退職

手当管理機関は、当該退職をした者に対し、

当該退職に係る一般の退職手当等の額の支

払を差し止める処分を行うものとする。 

(1) 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴

に係る犯罪について拘禁刑以上の刑が定

められているものに限り、刑事訴訟法（昭

和２３年法律第１３１号）第６編に規定

する略式手続によるものを除く。以下同

じ。）をされた場合において、その判決

の確定前に退職をしたとき。 

(1) 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴

に係る犯罪について禁錮 以上の刑が定

められているものに限り、刑事訴訟法（昭

和２３年法律第１３１号）第６編に規定

する略式手続によるものを除く。以下同

じ。）をされた場合において、その判決

の確定前に退職をしたとき。 

 (2) 略  (2) 略 

２～３ 略 ２～３ 略 

４ 前３項の規定による一般の退職手当等の

額の支払を差し止める処分（以下「支払差

止処分」という。）のうち、第１項又は第

２項の規定による支払差止処分を行った退

職手当管理機関は、次の各号のいずれかに

該当するに至った場合には、速やかに当該

支払差止処分を取り消さなければならな

い。ただし、第３号に該当する場合におい

て、当該支払差止処分を受けた者がその者

の基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に

関し現に逮捕されているときその他これを

取り消すことが支払差止処分の目的に明ら

かに反すると認めるときは、この限りでな

い。 

４ 前３項の規定による一般の退職手当等の

額の支払を差し止める処分（以下「支払差

止処分」という。）のうち、第１項又は第

２項の規定による支払差止処分を行った退

職手当管理機関は、次の各号のいずれかに

該当するに至った場合には、速やかに当該

支払差止処分を取り消さなければならな

い。ただし、第３号に該当する場合におい

て、当該支払差止処分を受けた者がその者

の基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に

関し現に逮捕されているときその他これを

取り消すことが支払差止処分の目的に明ら

かに反すると認めるときは、この限りでな

い。 

 (1) 略  (1) 略 
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【第１条第２号関係】 

2/4 

改正後 改正前 

 (2) 当該支払差止処分を受けた者につい

て、当該支払差止処分の理由となった起

訴又は行為に係る刑事事件につき、判決

が確定した場合（拘禁刑以上の刑に処せ

られた場合及び無罪の判決が確定した場

合を除く。）又は公訴を提起しない処分

があった場合であって、次条第１項の規

定による処分を受けることなく、当該判

決が確定した日又は当該公訴を提起しな

い処分があった日から６月を経過した場

合 

 (2) 当該支払差止処分を受けた者につい

て、当該支払差止処分の理由となった起

訴又は行為に係る刑事事件につき、判決

が確定した場合（禁錮 以上の刑に処せ

られた場合及び無罪の判決が確定した場

合を除く。）又は公訴を提起しない処分

があった場合であって、次条第１項の規

定による処分を受けることなく、当該判

決が確定した日又は当該公訴を提起しな

い処分があった日から６月を経過した場

合 

 (3) 略  (3) 略 

５～７ 略 ５～７ 略 

（退職後拘禁刑以上の刑に処せられた場合

等の退職手当の支給制限） 

（退職後禁錮 以上の刑に処せられた場合

等の退職手当の支給制限） 

第２４条 退職をした者に対しまだ当該退職

に係る一般の退職手当等の額が支払われて

いない場合において、次の各号のいずれか

に該当するときは、当該退職に係る退職手

当管理機関は、当該退職をした者（第１号

に該当する場合において、当該退職をした

者が死亡したときは、当該一般の退職手当

等の額の支払を受ける権利を承継した者）

に対し、第２２条第１項に規定する事情及

び同項に規定する退職をした場合の一般の

退職手当等の額との権衡を勘案して、当該

一般の退職手当等の全部又は一部を支給し

ないこととする処分を行うことができる。 

第２４条 退職をした者に対しまだ当該退職

に係る一般の退職手当等の額が支払われて

いない場合において、次の各号のいずれか

に該当するときは、当該退職に係る退職手

当管理機関は、当該退職をした者（第１号

に該当する場合において、当該退職をした

者が死亡したときは、当該一般の退職手当

等の額の支払を受ける権利を承継した者）

に対し、第２２条第１項に規定する事情及

び同項に規定する退職をした場合の一般の

退職手当等の額との権衡を勘案して、当該

一般の退職手当等の全部又は一部を支給し

ないこととする処分を行うことができる。 

(1) 当該退職をした者が刑事事件（当該退

職後に起訴をされた場合にあっては、基

礎在職期間中の行為に係る刑事事件に限

る。）に関し当該退職後に拘禁刑以上の

刑に処せられたとき。 

(1) 当該退職をした者が刑事事件（当該退

職後に起訴をされた場合にあっては、基

礎在職期間中の行為に係る刑事事件に限

る。）に関し当該退職後に禁錮 以上の

刑に処せられたとき。 

 (2) 略  (2) 略 
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【第１条第２号関係】 

3/4 

改正後 改正前 

２～６ 略 ２～６ 略 

 （退職をした者の退職手当の返納）  （退職をした者の退職手当の返納） 

第２５条 退職をした者に対し当該退職に係

る一般の退職手当等の額が支払われた後に

おいて、次の各号のいずれかに該当すると

きは、当該退職に係る退職手当管理機関は、

当該退職をした者に対し、第２２条第１項

に規定する事情のほか、当該退職をした者

の生計の状況を勘案して、当該一般の退職

手当等の額の全部又は一部の返納を命ずる

処分を行うことができる。 

第２５条 退職をした者に対し当該退職に係

る一般の退職手当等の額が支払われた後に

おいて、次の各号のいずれかに該当すると

きは、当該退職に係る退職手当管理機関は、

当該退職をした者に対し、第２２条第１項

に規定する事情のほか、当該退職をした者

の生計の状況を勘案して、当該一般の退職

手当等の額の全部又は一部の返納を命ずる

処分を行うことができる。 

 (1) 当該退職をした者が基礎在職期間中

の行為に係る刑事事件に関し拘禁刑以上

の刑に処せられたとき。 

 (1) 当該退職をした者が基礎在職期間中

の行為に係る刑事事件に関し禁錮 以上

の刑に処せられたとき。 

 (2) 略  (2) 略 

２～５ 略 ２～５ 略 

第２５条の２ 略 第２５条の２ 略 

 （退職手当受給者の相続人からの退職手当

相当額の納付） 

 （退職手当受給者の相続人からの退職手当

相当額の納付） 

第２５条の３ 略 第２５条の３ 略 

２・３ 略 ２・３ 略 

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から

６月以内に基礎在職期間中の行為に係る刑

事事件に関し起訴をされた場合において、

当該刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せ

られた後において第２５条第１項の規定に

よる処分を受けることなく死亡したとき

は、当該退職に係る退職手当管理機関は、

当該退職手当の受給者の死亡の日から６月

以内に限り、当該退職手当の受給者の相続

人に対し、当該退職をした者が当該刑事事

件に関し拘禁刑以上の刑に処せられたこと

を理由として、当該一般の退職手当等の額

の全部又は一部に相当する額の納付を求め

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から

６月以内に基礎在職期間中の行為に係る刑

事事件に関し起訴をされた場合において、

当該刑事事件に関し禁錮 以上の刑に処せ

られた後において第２５条第１項の規定に

よる処分を受けることなく死亡したとき

は、当該退職に係る退職手当管理機関は、

当該退職手当の受給者の死亡の日から６月

以内に限り、当該退職手当の受給者の相続

人に対し、当該退職をした者が当該刑事事

件に関し禁錮 以上の刑に処せられたこと

を理由として、当該一般の退職手当等の額

の全部又は一部に相当する額の納付を求め
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【第１条第２号関係】 

4/4 

改正後 改正前 

ることができるものとする。 ることができるものとする。 

５～７ 略 ５～７ 略 

第２５条の４～第２７条 略 第２５条の４～第２７条 略 
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